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荒廃農地面積 

令和３年度 荒廃農地調査  Ａ分類 14.1ha  Ｂ分類    0.2ha 

 

2020センサス時点 耕作放棄地   14.31ha 

解消・非農地化

面積 
再生     4.8ha   非農地化      0.05ha 

荒廃農地の再生 

具体的な取組 

地域 活動実績 解消面積 

吉永地区 

静浜地区 

相川地区 

 

農地パトロールによる農地利用実態把握。 

農地中間管理事業を活用した集積による荒廃農地の解消。 

 

4.6ha 

 

和田地区 

 

農地パトロールによる農地利用実態把握。 

農地中間管理事業を活用した集積による荒廃農地の解消。 

基盤整備の検討。 

 

大富地区 

東益津地区 

農地パトロールによる農地利用実態把握。 

農地中間管理事業を活用した集積による荒廃農地の解消。 

 

上記に属さない

その他の地域 
 

非農地化 

地域 活動実績 
非農地化

面積 

高草山地域 
耕作放棄地解消保全管理農地等創出モデル事業により非農地化

した土地にモミジの植栽を継続して実施。 
0.05ha 

上記に属さないその他

の地域 
 ha    

※荒廃農地調査  Ａ分類：再生利用が可能な荒廃農地 
         Ｂ分類：再生利用が困難と見込まれる荒廃農地  

令和３年度荒廃農地再生アクションプラン活動実績 



○R4年3月末現在

利用権設定面積 358.3 ha 64.8 ha 26.0 ha 38.8 ha

　　内　相対方式 72.6 ha 7.7 ha 3.9 ha 3.8 ha

　　内　円滑化方式 29.7 ha 0.0 ha 0.0 ha 0.0 ha

　　内　中間管理事業 256.0 ha 57.1 ha 22.1 ha 35.0 ha

○R2年度末現在

利用権設定面積 338.1 ha 62.4 ha 29.9 ha 32.5 ha

　　内　相対方式 72.8 ha 9.7 ha 4.6 ha 5.1 ha

　　内　円滑化方式 57.1 ha 0.0 ha 0.0 ha 0.0 ha

　　内　中間管理事業 208.2 ha 52.7 ha 25.3 ha 27.4 ha

支援センター相談件数

集積相談 45 件 24 件 26 件 18 件

就農相談 1 件 0 件 0 件 0 件

集積相談 27 件 40 件 35 件 39 件

就農相談 2 件 2 件 0 件 2 件

集積相談 57 件 21 件 27 件 35 件 394 件

就農相談 1 件 0 件 0 件 0 件 8 件

※就農相談は、研修先や栽培方法の検討を行うとともに、借地も併せて検討する。

12月 1月 2月 3月 合計

※集積相談受付後は、現地確認、マッチングの検討、関係者宅に訪問して押印の依頼、書類作成事務
をそれぞれ行う。更新案件は、説明して同意を得た上で、中間管理事業への移行を行っている。

8月 9月 10月 11月

4月 5月 6月 7月

全体
R2設定

合計 更新 新規

農地利用集積状況

全体
R3設定（始期：R3.4月～R4.3月）

合計 更新 新規



令和３年度 農用地利用集積等奨励金 
＜対象者＞  焼津市人・農地プランに掲載された農業者（認定農業者、認定新規就農者等） 
 
②整備支援事業 

[交付要件] 

  以下の要件をいずれも満たす農用地のけい畔を整備する者 

 整備を行うけい畔の一方が、当該担い手農業者が既に利用権設定を受けている農地に接

していること。 

 けい畔の①とは異なる一方が、自己所有地、利用権設定を受けている農用地、または今

年度に利用権設定を受ける農用地である。 

[交付金額] 

・ 経費の 2分の 1以内で、上限 80,000円。 

・ 同一年度内であれば合計 80,000円に達するまで交付を受けることができる。 

 

[令和３年度実績] 

対象数 金額 

０名 0円 
  
① 集積支援事業 
[交付要件] 

市内の農用地で、次のいずれかの農用地について令和３年度内に農用地利用集積計画 

又は農用地利用配分計画により新たに 6年以上の存続期間で利用権の設定を受けた者 

ア 当該担い手農業者が自ら所有し又は農用地利用集積計画若しくは農用地利用配分 

計画により利用権の設定を受け、現に耕作している農用地に連坦する農用地 

イ 一筆ごと所有者が異なるが連坦している一団の農用地で、水田にあっては合計 30 

アール以上、その他の農用地にあっては合計 10アール以上となるもの 

ウ ア、イのほか、担い手農業者の育成、所得向上及び農用地の耕作放棄地化の未然防 

止と有効利用を図るため、市長が特に必要と認めたもの 

[交付金額] 

・利用権設定期間…6年以上 10年未満 1,000円／a 

 ・利用権設定期間…10年以上     1,500円／a 

 [令和３年度実績] 

区分 交付単価 対象数 筆数 面積 金額 

6年以上 10年未満 1,000円 12経営体 55筆 422.8a 358,250円 

10年以上 1,500円 14経営体 53筆 372.5a 623,300円 

合計  20経営体 108筆 795.3a 981,550円 
 

 



焼津市認定農業者一覧 （令和4年4月1日現在）

No. 氏名 地区 営農類型 認定日 認定番号 有効期間

1 村松　哲彦 大富 稲作 H29.9.28 29-1 R4.9.27

2 岩本　操 吉永 複合経営 H29.9.28 29-2 R4.9.27

3 石間　義二 吉永 施設野菜 H29.9.28 29-3 R4.9.27

4
㈲フロム大井川

代表取締役　増田敏昭
静浜 稲作 H29.9.28 29-4 R4.9.27

5
㈱大畑シェーバー孵化場
代表取締役社長　大畑哲也

豊田 養鶏 H29.9.28 29-7 R4.9.27

6 石間太美雄 吉永 複合経営 H30.2.4 29-9 R5.2.3

7 村松　正二 吉永 花き・花木 H30.2.4 29-10 R5.2.3

8 川村　和徳 相川 施設野菜 H30.2.4 29-11 R5.2.3

9 有谷　歳幸 豊田 複合経営 H30.2.22 29-14 R5.2.21

10 増田　英樹 大富 施設野菜 H30.2.22 29-15 R5.2.21

11 渋谷　泰生 吉永 施設野菜 H30.3.31 29-16 R5.3.30

12 横山　文哉 静浜 複合経営 H30.3.31 29-17 R5.3.30

13 武藤　可六 静浜 複合経営 H30.3.31 29-18 R5.3.30

14 山田　衛 吉永 稲作 H30.3.31 29-19 R5.3.30

15 塚本　寿夫 大富 複合経営 H30.10.14 30-2 R5.10.13

16 　大畑　守 相川 複合経営 H30.8.28 30-3 R5.8.27

17 加藤　光輝 静浜 施設野菜 H30.10.24 30-4 R5.10.23

18 石川　和之 和田 稲作 H30.12.16 30-5 R5.12.15

19 山下　早苗 相川 複合経営 H30.12.16 30-6 R5.12.15

20 鈴木　重明 和田 施設野菜 H31.2.20 30-7 R6.2.19

21 鈴木　淳也 吉永 施設野菜 H30.12.14 30-8 R5.12.13

22 岡野　慎 相川 露地野菜 H30.12.14 30-10 R5.12.13

23 松本　一悦 東益津 稲作 H31.3.28 30-11 R6.3.27

24 曽根　利之 豊田 複合経営 H31.3.28 30-12 R6.3.27

25 齊藤　安彦 相川 工芸農作物 H31.3.28 30-13 R6.3.27

26 小口　浩伸 大富 複合経営 H31.4.22 30-14 R6.4.21

27 桜井　亮平 和田 施設野菜 R1.5.21 30-15 R6.5.20

28 ㈱鈴生おおいがわ 相川 露地野菜 H31.3.28 30-16 R6.3.27

29 ㈱グリーンテック 相川 施設野菜 H31.3.28 30-17 R6.3.27

30 赤堀　圭司 大富 複合経営 H31.3.28 30-18 R6.3.27

31 江口　竜彦 和田 施設野菜 H31.3.28 30-19 R6.3.27

32 ㈱クンカ・イケショー 静浜 複合経営 R1.9.6 1-1 R6.9.5

33 杉本　一詩 静浜 稲作 R1.9.6 1-2 R6.9.5

34 森　聖成 静浜 露地野菜 R1.9.6 1-3 R6.9.5

35 ㈱アパレ 吉永 複合経営 R1.9.6 1-4 R6.9.5

36 増田　昌拡 静浜 施設野菜 R1.11.21 1-6 R6.11.20

37 野田　脩 大富 その他の作物 R1.11.21 1-7 R6.11.20

38 飯田　英隆 静浜 複合経営 R1.11.21 1-8 R6.11.20

39 ㈱やさい村 大富 露地野菜 R1.11.21 1-9 R6.11.20

40 是永　一雄 大富 施設野菜 R2.6.9 2-1 R7.6.8



No. 氏名 地区 営農類型 認定日 認定番号 有効期間

41 増田　政光 大富 複合経営 R2.6.9 2-2 R7.6.8

42 岡村　清志 東益津 複合経営 R2.6.9 2-3 R7.6.8

43
藤枝きのこ園栽培センター㈱
代表取締役　清水佐智子

大富 その他の作物 R2.9.10 2-4 R7.9.9

44 滝井　満司 相川 酪農 R2.9.22 2-5 R7.9.21

45 松田　　肇 吉永 施設野菜 R2.9.22 2-6 R7.9.21

46 木村　英之 相川 複合経営 R2.9.22 2-7 R7.9.21

47 小栁　量裕 東益津 複合経営 R2.10.12 2-8 R7.10.11

48 鈴木　博之 大富 施設野菜 R2.10.12 2-9 R7.10.11

49 村松　新次 大富 施設野菜 R2.10.12 2-10 R7.10.11

50 柗村　輝夫 東益津 複合経営 R2.11.1 2-11 R7.10.31

51 山本　直巳 東益津 複合経営 R2.11.1 2-12 R7.10.31

52
㈱丸一食品

代表取締役　中尾公明
吉永 その他の作物 R2.11.16 2-13 R7.11.15

53 吉田　敦也 小川 花き・花木 R2.12.19 2-14 R7.12.18

54 大畑　一高 相川 施設野菜 R2.12.21 2-15 R7.12.20

55 大場　弘之 吉永 施設野菜 R2.12.21 2-16 R7.12.20

56 法月　健司 和田 養鶏 R3.3.19 2-17 R8.3.18

57
アグリネクスト株式会社
代表　青木　淳一

静浜 施設野菜 R2.12.25 2-18 R7.12.24

58
株式会社キツタカ

代表取締役　橘高　勝人
和田 その他の作物 R2.12.25 2-19 R7.12.24

59 岳下　光治 静浜 複合経営 R2.12.25 2-20 R7.12.24

60 ㈱Ｅ．Ｇｒｅｅｎ 和田 複合経営 R3.6.7 3-1 R8.6.6

61 増田　敏昭 吉永 複合経営 R3.6.7 3-2 R8.6.6

62 川本　眞実 静浜 複合経営 R3.6.7 3-3 46179

63 池谷　淳 静浜 複合経営 R3.6.10 3-4 R8.6.9

64 田中　徳秀 静浜 複合経営 R3.6.10 3-5 R8.6.9

65 西尾　雅志 相川 施設野菜 R3.6.10 3-6 R8.6.9

66 ㈱Ｔ・プランツ 静浜 その他の作物 R3.6.10 3-7 R8.6.9

67 田中　利明 静浜 花き・花木 R3.6.10 3-8 R8.6.9

68
㈲トリーアロエ

代表取締役　鳥居和久
吉永 施設野菜 R3.10.17 3-9 R8.10.16

69 松川　悟 相川 施設野菜 R4.3.22 3-10 R9.3.21

70 萩原　静雄 吉永 施設野菜 R4.3.22 3-11 R9.3.21

71 岩本　哲至 吉永 その他の作物 R4.3.22 3-12 R9.3.21

72 石間　勝己 吉永 複合経営 R4.3.22 3-13 R9.3.21

73 粳田　陽平 和田 稲作 R4.2.7 3-14 R9.2.6

74 増井　慶太 和田 複合経営 R4.2.7 3-15 R9.2.6



市を跨ぐ認定農業者一覧 （令和4年4月1日現在）

No 氏名 地区 営農類型 認定日 認定番号 有効期間

75 熊ヶ谷　道生 相川 複合経営 R2.6.30 令2農ビ—4号 R7.6.29

76
㈱鈴生

代表取締役社長　鈴木貴博
相川 露地野菜 R2.7.13 令2農ビ—6号 R7.7.12

77 小澤　友治 大富 施設野菜 R2.9.7 令2農ビ—12号 R7.9.6

78 大窪　秀直 複合経営 R2.12.26 令2農ビ—23号 R7.12.25

79 吉川　孝 静浜 稲作 R3.3.25 令2農ビ—51号 R8.3.24

80 八木　栄幸 小川 稲作 R3.3.26 令2農ビ—55号 R8.3.25

81 杉本　芳郎 静浜 複合経営 R3.3.19 令2農ビ—45号 R8.3.18

82
㈱ザ・ネクストワン
代表取締役　羽田真吾

相川 露地野菜 R3.3.16 令2農ビ—44号 R8.3.15

83
㈱ｱｰｽｸﾞﾘｰﾝﾌｧｰﾑ

代表取締役　杉原誠二
相川 稲作 R3.3.26 令2農ビ—52号 R8.3.25

84 望月　俊孝 複合経営 R3.1.16 令2農ビ—27号 R8.1.15

85
株式会社　エスファーム
代表　光山　秀男 豊田 露地野菜 R3.2.10 令2農ビ—30号 R8.2.9

86 浅野　勝央 静浜 花き・花木 R2.12.27 令2農ビ—24号 R7.12.26

87
㈲ソルプランタス

代表取締役　榎田康人
吉永 施設野菜 R3.3.28 令2農ビ—48号 R8.3.27

88 ㈲高橋水耕 静浜 施設野菜 R3.3.28 令2農ビ—49号 R8.3.27

89 杉山　謙介 果樹 R3.10.1 令3農ビ-21号 R8.9.30

90 小畑　幸治 東益津 稲作 更新中

91
㈲ハニーポニック

代表取締役　稲吉正博
静浜 施設野菜 更新中



焼津市認定新規就農者一覧 （R4.4.1現在）

No 氏名 地区 営農類型 認定日

1 松本　高路 相川 施設野菜（イチゴ） H29.11.1

2 増田　有希・真也 静浜 施設野菜（イチゴ） R2.10.6

3 鈴木　剛史 田尻 露地野菜（青ネギ、レタス） R3.6.25

4 浅田　侑也 上泉 露地果樹（梨）、水稲 R3.11.12



農業振興支援事業について

令和３年度 農業振興支援事業 実績

№ 活動内容 適用事業 区分 効果

1
耕作放棄地の農地利用
を行う

経営改善実践事業 耕作 耕作放棄地の解消、農地利用集積

2
耕作放棄地の農地利用
を行う

経営改善実践事業 耕作 耕作放棄地の解消、農地利用集積

3
耕作放棄地の農地利用
を行う

経営改善実践事業 耕作 耕作放棄地の解消、農地利用集積

4
いちご夜冷蔵育苗設備
の設置

経営改善実践事業 収量
収穫時期が1カ月程度前倒しでき、収量の増加
高価格販売が見込める。早期出荷により産地
PRになる。

5
リモートモニタリング
システムの導入

経営改善実践事業 スマ農
ハウスから離れていても室内の温度湿度等の
環境変化が分かる、ログが残ることで品質向上
や燃料の節約に役立つ

6
ハウス栽培での防虫
ネットの導入

経営改善実践事業 収量
防虫ネットを導入し、風通しの向上とアザミウマ
等の微小害虫の防除を両立する。

7
ドローンによる粒剤散
布

経営改善実践事業 スマ農
粒剤散布装置の導入で農薬選択の幅が広が
る。液剤散布に比べ隣田にドリフトしにくいため
広範囲で使用できる。

8
トマトジュースの販売
への取組み

経営改善実践事業 PR

Ｂ級品のトマトを自分で加工しフレッシュジュー
スとして販売する。付加価値をつけることで従
来より収入が増加することが見込まれる。

9 定量ポンプの導入 経営改善実践事業 収量

定期的に行う肥料の施用を従来の噴霧機によ
る散布から定量ポンプで給水装置に灌注する
方法に切り替えることで繁忙期にも行うことが
でき収量品質の向上になる。

10
枝豆のベルトコンベア
型選別台

経営改善実践事業 収量
枝豆の脱夾機から直接選別台に接続すること
で手順が効率化する。

11
水稲直播のためケンブ
リッヂローラーを導入

経営改善実践事業 収量

田植え時期の分散化のため水稲直播を行う試
みをしているが直播後に鎮圧をかけないと水が
抜けてしまう、ローラーの導入で直播後の保水
力を保つ

12
結露防止センサーの設
置

経営改善実践事業 PR

トマト栽培で結露により灰色カビ病が発生して
いるところセンサーによる暖房装置の自動運転
を行うことで結露を防止する。収量増加や農薬
の削減ができる。

13
イチゴ栽培の研修会へ
の参加

研修視察事業 収量
毎月開催される研修会で栽培の手法について
学ぶことで安定的な生産ができるようになる。

14
イチゴ育苗ポットの導
入

経営改善実践事業 収量

育苗ポットを使用することで本圃への移植が効
率化する。梅雨時期に発生する病気が育苗圃
の密集状態では拡散しやすいが、早く本圃へ
移植することで軽減する。



15
降雨センサーによる天窓
野自動開閉

経営改善実践事業 環境
降雨センサーによるハウス天窓の自動開閉を
行うことで腐敗ロスの軽減、管理の省力化をす
る。



（１）趣旨　　

（２）交付対象者

（３）奨励金交付実績

実績（㎡）
単価

（円/10a）
単価調整後
（円/10a）

金額（円）

160,032 20,000 7,562 1,210,161

0 6,000 2,268 0

3,631 5,000 1,890 6,862

386,606 7,000 2,646 1,022,954

16,242 12,000 4,537 73,689

362,775 5,000 1,890 685,626

929,286 2,999,292

 新規需要米

 産地交付金対象作物

計

　水田の利活用による市域の実情に応じた作目に取組み、本市の水田農業の発展
に寄与する認定農業者に対し、予算の範囲内において奨励金を交付する。

　経営所得安定対策に交付申請した認定農業者

令和３年度　水田農業利活用奨励金交付事業について

作物

 麦

 大豆

 飼料作物

 加工用米



 

 

令和３年度 経営所得安定対策の実績について 

 

１ 令和３年産米の需給調整の取り組み結果について 

（ ）は令和２年度 

令和３年産米の 

需要量の情報 
主食用水稲の作付面積 

水稲作付 

超過率 

数量 面積 

計画提出者 

2,375人 

（2,437人） 

計画未提出者 

309人 

（210人） 

合計 

4,491ｔ 

（4,731ｔ） 

845ha 

（890ha） 

759.72 ha 

（835.88ha） 

21.05 ha 

（27.12ha） 

780.77 ha

（863.00ha） 

92.40 % 

（96.96 %） 

 

２ 経営所得安定対策推進実績について 

（ ）は令和２年度 

申請者数 

 

水田活用の直接支払交付金申請 

109人 

（106人） 

109人 

（106人） 

 

交付者数 水田活用の直接支払交付金 

109人 

（105人) 

109人 

（105人） 

交付金額 
※48,520,114円 

（36,638,566円） 

※市から関東農政局への報告ベース。 

 

 

 作物名 面積（a）   作物名・取組名 面積（a） 

戦
略
作
物 

小麦 2,379 (1,086)  

産
地
交
付
金 

高収益作物(野菜・花き等) 5,677 (4,860) 

小麦(二毛作) 640 (1,105)  高収益作物新規取組 0 (0) 

大豆 818 (387)  加工用米の事前契約 3,880 (3,676) 

大豆(二毛作) 0 (0)  担い手加算 6,620 (4,674) 

飼料作物 36 (57)  飼料用米の複数年契約 424 (223) 

飼料用米 424 (223)  二毛作 484 (1,155) 

加工用米 4,277 (3,911)  地産地消 658 (557) 

 





地産地消推進事業

●出張まんさい館での地場産品の販売

対象

目的

協力

開催

地場産農産物のPR活動一覧

●大井川港朝市（農作物直売）

対象

目的

協力

開催

●消費生活展（農作物・エコファーマー等のPR）

対象

目的

協力

開催 コロナウイルス感染症対策のためweb開催

イベント来場者

新鮮な農作物を提供することにより、地場産農作物への関心を高める

雨天により開催中止

キラキラビレッジ直売所

イベント来場者（HP閲覧者）

焼津市の地場産農作物・エコファーマー等について、認知度と関心を高める

地場産農産物のＰＲ活動

JAまんさい館

令和３年１２月８日（水）市役所本庁舎海街ホール

イベント来場者

新鮮な農作物を提供することにより、地場産農作物への関心を高める

大井川土地改良区、三市合同畜産堆肥共励会



   
市 町 名 焼津市 担当者名 農政課及び農業委員会 

荒廃農地面

積 

令和３年度荒廃農地調査 Ａ分類     9.5ha  Ｂ分類     0ha 

耕作放棄地  14.3 ha（農業委員会調べ） 

解消・ 

非農地化 

目標面積 

再生 1.6ha   非農地化  0.05ha 

市町全体の

荒廃農地の

状況 

農業者の高齢化、後継者不足、土地持ち非農家の増加等、農業を取り巻く環境が非常に厳し

く、農地の荒廃化が進んでいる。 

荒廃農地の再生 

発生・再生

の 

現状と課題 

地域 現状 課題 

吉永地区 

静浜地区 

相川地区 

・農業者の高齢化や後継者不足、土地持

ち非農家の増加を主因とする農地の荒廃

化が進んでいる。 

・後継者不足、担い手不足により、管理ができない農地が増

えている。 

・規模拡大したい農業者からの相談は有るが、希望する一団

の荒廃農地が無い。 

和田地区 

・農業者の高齢化や後継者不足、土地持

ち非農家の増加を主因とする他、狭隘、

不整形や用水が入りにくいといった条件

が悪い農地、また沿岸部においては、塩

害により水稲が出来ないといった農地の

荒廃化が進んでいる。 

・後継者不足、担い手不足により、管理ができない農地が増

えている。 

・規模拡大したい農業者からの相談は有るが、希望する一団

の荒廃農地が無い。 

・沿岸地区では、塩害により作物栽培が困難となっている。 

 

大富地区 

東益津地区 

その他 

・農業者の高齢化や後継者不足、土地持

ち非農家の増加を主因とする他、狭隘、

不整形、用水が入りにくいといった条件

が悪い農地の荒廃化が進んでいる。 

・後継者不足、担い手不足により、管理ができない農地が増

えている。 

・規模拡大したい農業者からの相談は有るが、希望する一団

の荒廃農地が無い。 

具体的な取

組 

地域 推進方法 実行策 

解消

目標

面積 

吉永地区 

静浜地区 

相川地区 

・農地パトロールによる農地利用の実態

把握。 

・農地中間管理事業を活用した集積によ

る荒廃農地の解消。 

・利用意向調査に基づく荒廃農地解消指導を実施。 
・大井川地区水田営農組合による担い手への利用集

積の推進。 

・農地・水・環境の保全活動を行う地域資源保全活

動組織による農地の荒廃化を防止（静浜地区） 

0.3 

ha 

和田地区 

・農地パトロールによる農地利用の実態

把握。 

・農地中間管理事業を活用した集積によ

る荒廃農地の解消。 

・基盤整備の検討 

 

・利用意向調査に基づく荒廃農地解消指導を実施。 
・農地集積協議会による担い手への利用集積推進。 

・農地・水・環境の保全活動を行う和田地域資源保

全組合による農地の荒廃化を防止。 

･ 田尻北地域における農地中間管理機構関連農地

整備事業の検討。 0.5 

ha 

大富地区 

東益津地区 

その他 

・農地パトロールによる農地利用の実態

把握。 

・農地中間管理事業を活用した集積によ

る荒廃農地の解消。 

・利用意向調査に基づく荒廃農地解消指導を実 

施。 

・農地・水・環境の保全活動を行う地域資源保全 

活動組織による農地の荒廃化を防止（和田地区、東

益津地区、豊田地区） 

・農地中間管理事業を活用した担い手への利用集 

積の推進。 

0.3 

ha 

特記事項  

非農地化 

非農地化の

現状と課題 

（現状）高齢化や後継者不足などにより、山間部の茶園やみかん畑等において、傾斜地のた

め農作業の効率性が上らず荒廃化が顕著となっている状況である。 

（課題）所有農地の所在や境界が不明な農地が多い。新規に利活用する土地所有者がいない。 

地域 現状と取組 
目標

面積 

東益津地域 
・荒廃状況の調査と把握を行い、新たな活用方法の検討を進める。 

（吉津・方ノ上） 

0.1 

ha 

上記に属さないその他

の地域 
 

※荒廃農地調査  Ａ分類：再生利用が可能な荒廃農地 Ｂ分類：再生利用が困難と見込まれる荒廃農地 

令和４年度荒廃農地再生アクションプラン 様式１ 



【予算】
市予算額：1,000,000円

JA予算額：　300,000円

【事業内容】
地域の農業振興に資する事業で、次の取組分類のいずれかに該当するもの

1 環境保全型農業への取組
2 収量向上に向けた取組
3 地産地消・食育推進への取組
4 耕作放棄地の解消及び防止の取組
5 農産物PR活動又は六次産業化の取組
6 GAP認証の取得へ向けた取組
7 スマート農業に関する取組

【対象者】
焼津市人農地プランに位置付けられている担い手農業者

【助成内容】
事業別に定める限度額以内で、予算の範囲内の助成とする
※一経営体又は一グループにつき同一年度１回の助成を限度とする

※令和４年度の事業が対象（4月～募集開始日までの期間も含む）

1 農業振興会支援事業

対象 研修会開催事業等 ： 振興会による研修会開催の経費
調査派遣旅費等 ： 振興会より派遣され調査、出席する場合の経費
農産物PR事業等 ： 振興会として参加するPR活動の経費

限度額 合計300,000円以内

2 経営改善活動支援事業
担い手農業者等が経営改善（生産性向上、収益増、労働環境の改善等）を目的として実施する下記①から
③の事業に対し予算の範囲内において助成する

① 研修・視察事業

対象  担い手農家等が参加する研修会等への経費や、自らが研修を企画し先進地の視察等を行う
ための経費（参加負担金、宿泊費、交通費等）

助成額 県内 ： 参加経費の1/2　(上限3,000円）
県外 ： 参加経費の1/2　（上限20,000円）

② 経営改善実践事業

対象　 担い手農業者等が自己の経営改善のため新たに企画し、取組む事業に要する費用
（資機材購入費、燃料費、消耗品費、委託料、印刷製本費等）

助成額 経費の1/2　（上限60,000円ただし下記に該当する場合には上限額を増額する）

（過去の事例） 高性能農業機械やドローンの導入による省力化（ドローン免許取得費も含む）、新しい農薬
や肥料の導入研究、耕作放棄地に利用権を設定し農地の大規模化を図る際の草刈り
等費用、販路拡大のためのパンフレット及びロゴグッズの作成など

③ 農業者団体活動事業

対象 担い手農業者を含む５経営体以上の農業者による団体の研修等活動経費（参加負担金、宿泊
費、旅費）または、地域課題の解決のために団体が企画して行う事業に要する経費

限度額 活動経費の1/2　（上限80,000円）

　申請時にエコファーマーに認定されている者 20,000 80,000

農業振興支援事業の概要（個別支援の対象及び助成限度額等）

予算合計金額：1,300,000円 農協と市の共同出資事業

加算対象 加算額 助成上限額



経営所得安定対策

・麦、大豆：35,000円/10a

・加工用米：20,000円/10a

・新規需要米：
収量に応じ55,000～105,000円/10a

対象：一定規模以上の認定農業者
自然災害による収量減少や価格
低下による地域平均の収入減少
に対応。

米・畑作物の収入減少影響緩和
対策交付金（ナラシ対策）

産地交付金
(水田収益力強化ビジョンに基づく)
・転作作物 7,500～

15,000円/10a
・担い手加算 10,000円/10a
・地産池消 10,000円/10a

など

転作
（３１％）

戦略作物

麦・大豆など

新規需要米

・市の振興作物
（野菜・果樹・花きなど）

地域振興作物

変動払：価格の下落幅による補填

対象：認定農業者
市内の農地のみ

※申請状況等により、単価は変更となる
場合があります。

主食用米
需要予測
（６９％）

水田麦 ：20,000円/10ａ
大 豆 ： 6,000円/10ａ
飼料作物： 5,000円/10ａ

加工用米：7,000円/10ａ

新規需要米：12,000円/10ａ

一般作物：5,000円/10a

国
市

R４水田利活用奨励金

経 営 所 得 安 定 対 策 と 市 施 策 と の 関 連 図

加工用米

販売価格（R3 JA取引 概算払い価格〔一等米〕）

主食用米

コシヒカリ 11,520円/60㎏（税込）

あいちのかおり・きぬむすめ 10,920円/60㎏（税込）

参考

畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

水田活用の直接支払交付金

面積払（数量払から控除）
20,000円/10ａ

数量払（平均交付単価）
小麦：6,710円/60㎏
大豆：9,930円/60㎏

収入保険制度（Ｈ30～）
要件：青色申告実績者
・全ての農産物が対象
・自然災害や価格低下による
収入減少に対応
・補償率や掛金などのプラン
を選択して加入。

（参考）共済



（１）趣旨　　

（２）交付対象者

（３）奨励金交付予定

補助対象 作付面積
単価

(10aあたり)
補助額

麦 160,000 8,180 1,308,793

大豆 5,000 2,454 12,270

飼料作物 5,000 2,045 10,225

加工用米 300,000 2,863 858,896

新規需要米 15,000 4,908 73,620

産地交付金対象作物 360,000 2,045 736,196

計 845,000 3,000,000

※市外の農地については対象外。

　水田の利活用による市域の実情に応じた作目に取組み、本市の水田農業の発展
に寄与する認定農業者に対し、予算の範囲内において奨励金を交付する。

　経営所得安定対策に交付申請した認定農業者

令和４年度　水田農業利活用奨励金交付事業について



・各種計画等の検討・調整

・経営相談・指導活動

・担い手及び新規就農者の育成確保・普及支援活動

・経営改善計画等作成指導活動

・米の需給調整、経営所得安定対策の推進活動

・農地の利用調整活動

・耕作放棄地解消活動

・担い手の組織化・活動支援

・新技術や新作物の導入研究活動

・その他農業者からの相談・指導活動

農業協同組合
センター・支店

農業委員会
（事務局）

農林事務所

市長
（農政課）

第三者機関(審査、調整）

特別融資制度推進会議

改善計画認定審査会

青年等就農計画認定会

農 地

担い手組織

・農家の高齢化 ・担い手不足（後継者）
・農家の経営安定化

課題

・耕作放棄地

・農地利用集積

農業政策方針決定（合意形成）と協議会による事業実施

焼 津 市 農 業 総 合 支 援 協 議 会

農業経営改善支援センター（経営改善支援）

農業委員

・食の安心・安全
（地元の農産物）

・環境への配慮

・農業への親しみ

市民（消費者）ニーズ

部農会

地区（支店単位）

水田営農対策幹事会

・水田農業ビジョン策定に関すること

・米の需要量の情報に関すること
・配分ルールの設定に関すること
・経営所得安定対策推進に関すること

構成員：農業委員会、ＪＡ、振興会、認定農
業者、直売所関係、水田担い手農業者、女
性農業者、消費者、農林事務所、市

構成員：農業委員会、ＪＡ、振興会、認定農
業者、水田担い手農業者、農林事務所、市

経営・生産対策幹事会

構成員： 農業者代表、農業委員会、ＪＡ、農業者組織、農業支部長、共済組合、土地改良区、自治会、消費者、農林事務所、市

・農業振興地域整備計画に関すること
・担い手育成・耕作放棄地等対策に関すること

・人農地プランに関すること
・その他農業振興に関すること

●考え方

農地、担い手、水田農業など協議会組織で対応する事業について、これを円滑に推進するため

に、専門幹事会として「水田営農対策幹事会」と「経営・生産対策幹事会」を開催し、協議会に

諮り決定していく。

農家に対する指導総合窓口として、関係機関（実務担当）による「農業経営改善支援セン

ター」の活動の充実を図る。（情報収集、情報共有、連絡体制などを充実）

農 家

地区での

相談、課題に

スピード感を
持って対応

農業者の高齢化、担い手・後継者不足、このことを主たる原因とする農地の耕作放棄地化や農産物の価格低迷等、現代農業を取り巻く環境は非常に厳しく、これら課題解決に向けた諸施策もめまぐるしく変化し、多様性を帯びてい

る。このような中で、担い手の育成や適正な農地利用、農業経営の効率化、農業所得の向上、魅力ある地域農業へと発展させる。

令 和 4 年 度 焼 津 市 農 政 推 進 体 制

○農地の集積、集約に関すること

・貸付、借受希望者の受付や双方の調整

・利用権設定にかかる書類作成支援

○新規就農者等への支援に関すること

・新規就農希望者の相談

・研修制度等の紹介

やいづ農業支援センター（総合窓口）
（焼津営農経済センター内）

ＪＡ
大井川

焼津市
（農政課）

農林事務所

農業振興会

水田農業振興

実行委員会
農地利用最適化
推進委員会


